
自分らしく挑戦できる

行政サービス全体

行政サービス全体

市民協働に係る制度の全体像と見直し方針むなかたパートナーズテーブル

行政サービスの協働
(協働委託)

市民サービス
協働化提案制度

行政サービスの協働の登録(第32条)を行っ
た市民活動団体等に対して、市が委託契約
を結び行政サービスを委託するもの

団体等からの主体的な
提案に基づく協働委託

「協働」の推進 ＝ 市民のまちづくりへの主体的な参画

新
R8～

既存の行政の枠組みの中で…

●市民のまちづくりへの参画

●市民サービスの向上

行政サービスの協働
(協働委託)

新提案制度

むなかた
パートナーズ
テーブル

既存の枠組みを超えた

●市民のまちづくりへの参画

●市民サービスの向上

外部チェック
の導入

多様な協働のマッチング
市民活動団体等の提案を起点に、

団体等と担当課、多様な主体との対話

⇒「共感」をつなぐ

➡ 新たな協働の創出
業務・団体のアップデート

契約の透明性、庁内プロセスの明確化

相乗効果

団体の自主的な
公益活動 ●団体のレベルアップ

（ネットワーク構築、スキルアップ）

⇒自主活動の質的向上

多様な主体との連携

地域資源の活用 活力ある市民

現行

コミュニティ、NPO、
学校、事業所、企業 etc

によるまちづくり

市民 行政

団体の自主的な
公益活動

市民 行政 多様な主体

地域資源の活用 活力ある市民

行政サービスの担い手から

まちづくりの担い手へ

市民活動NPOセンター、
人まち補助金でサポート

ずっと住みたいまち



➡ ➡ ➡ ➡ ➡

改正
ポイント

課
題

現提案制度「市民サービス協働化提案制度」の課題

市民サービス協働化提案制度

既存事業の
アウトソーシング

が目的化

参画審の助言を
反映させづらい

施策の課題に
コミット

提案そのもの
は手軽に

多様な協働スタイル、
多様な主体との協働をマッチング

企画段階から
協働に向けた助言

予算化必須＝担当課のハードル高い

団体が
提案書作成

採択の可否を
公開審査

市で
事業採択

全事業一覧
公表

担当課が
意見書添付

提案のスキーム 担当課との事業構築 参画審からの助言

現行

担当課で予算化

委託契約を締結

協働委託として
市費を投入

事業実施事業採択

団体等が
提案し
づらい

団体等と担当課
の対話を重視

成
果

実
績

・H20～採択事業数 46事業（延べ72事業）
・R7 契約事業数 7件（うち再提案6件）

・制度開始10年で43件の事業提案があり、新たな市民サービスが生まれている
・市民活動団体からの提案が主で、市民のまちづくりへの主体的な参画の枠組みの一つ

市費投入が前提
民間との協働の
視点がない

※外部審査等の運用は
協働委託全体で別途見直し

担当課も
検討し
づらい

委託以外の協働スタイルは想定外

むなかたパートナーズテーブル



➡ ➡ ➡ ➡ ➡

新提案制度「むなかたパートナーズテーブル」概要

市民サービス協働化提案制度

団体が提案シートを提出 担当課ヒアリング

団体が企画立案し、市へ提出

●フリー型（団体の自由提案）
●テーマ型（担当課要望分）

2

【提案シート】
・解決する課題
(総合計画の転記)

・具体的な事業内容
・団体の特性
・団体と市の役割分担

etc

提案のスキーム

[Ex.1]イベント実施
市SNSやメディア活用で
情報発信を全面協力！

市予算が
必要な場合

団体が主体的に取り組む
課題解決型の事業が対象

(行政への一方的な要望はNG)

提案シートを共有
担当課の考え等を
ヒアリングする

パートナーズテーブル4提案できる事業

むなかたパートナーズテーブル

1

総合計画の
「施策の課題」
を解決するため
の取り組み

現行

新
R8～

提案内容を参画審
に報告
必要に応じてから
助言を行う

アドバイザリー3

団体等・担当課・コミ課
（＋オブザーバー）
が集まる対話の場を設定

①団体等と担当課のマッチング
②協働スタイルのマッチング
③多様な主体とのマッチング

約束事を書面化

【パートナーメモ】
・事業の目標
・事業内容
・役割分担
・実施期間

etc

実施計画
予算査定

[Ex.2]健康教室
場づくりはコミュニ
ティ、資金は地域の医
療機関をマッチング

[Ex.3]子育て相談会
場は健診会場や市内店
舗等を、資金は民間の

助成金を活用

[Ex.4]行政サービス
として協働委託

担当課・多様な協働のマッチング参画審からの助言 事業実施事業採択

パートナーメモ5

仮に協働事業に至らなくても…

・団体と担当課の関係構築
・企業、地域、NPO等との関係構築
・団体の市政への理解
・担当課が市民目線を享受 etc

団体が
提案書作成

採択の可否を
公開審査

市で
事業採択

全事業一覧
公表

担当課が
意見書添付

提案のスキーム 担当課との事業構築 参画審からの助言

担当課で予算化

委託契約を締結

協働委託として
市費を投入

事業実施事業採択

むなかたパートナーズテーブル

提案できる

団体
市民活動団体 ※登録団体で活動実績が1年以上

コミュニティ運営協議会

市民の主体的な
参画を推進 提案

時期
通年で随時受付

※予算措置は庁内スケジュールによる

協働委託として参画審で審査



団体等単独 行政単独

後援 補助金・助成金

情報発信 会場の提供

共催 負担金

実行委員会 協議会

協働委託 指定管理

市事業のボランティア

団体等同士の協働

市民活動団体

NPO

コミュニティ

大学・高校

市内事業者

企業

etc

団体等主体の協働
団体等・行政ともに

主体の協働
行政主導の協働

Connecter

行政以外のパートナー
へのつなぎ役

コミュニティ
協働推進課

(一社)PENTAGON

（市民活動・NPOセンター）

秘書政策課
(産学官連携プラットフォーム）

（Open Design Commons)

宗像経済新聞

etc

TABLE

団体等×担当課×コミ課

提案内容の確認
情報共有、意見交換etc

団体等×担当課×コミ課

＋内容に応じて、
コネクターや他のパートナー

多様な主体が一緒に
実施展開を検討

内容、展開に応じて複数回実施

多様な「協働」のマッチング

横軸：団体等と行政(担当課)の関係性を検討／協働事業＝協働委託ではなく、様々な手法による市民協働を視野に

縦軸：行政との協働だけでなく、団体同士や企業、学校等の多様な主体との協働も含めたコーディネート

Style

Partners

Partners

Style

店舗での
イベント

公共施設
の提供

企業の
助成金

ボラン
ティアの
募集

市SNSで
発信

コミセン
で共催

人まち
補助金

授業や
学校行事
でコラボ

行政サー
ビスとし
て委託

協働研究

事業所か
らの出資

他事業と
同時開催

1

2

むなかたパートナーズテーブル

チラシの
配布


